
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2．4．5◆温泉・浴場設備 

公衆浴場法に記述されている公衆浴場における衛

生等管理要領に，公衆浴場における施設，設備，水

質等の衛生的管理，従業員の健康管理，その他入浴

者の衛生および風紀に必要な措置により，公衆浴場

における衛生等の向上および確保を図ることを目的

とすると記されている．浴場設備の設計においても

施設運営を熟知した上で設計にあたることが必要で

ある． 



温泉の運用方法の分類には図2．49（a）,（b）,

（c）の 2 通りが考えられる． 

（a）掛流し方式 

常に新鮮な温泉を補給し浴槽の縁を超えた温泉は

排水する．ただし多量の温泉補給が必要である． 

（b）ろ過循環方式 

浴槽に補給された温泉をろ過循環装置により水質

を維持し熱交換器で浴槽内の水温を保持する．ろ過

循環装置等，設備管理が必要である． 

（c）使い捨て方式 

入浴者の使用ごとに温泉を張り替える．使用ごと 

に張り替えと清掃が必要である． 

温泉は常に新鮮な温泉を補給する掛け流し方式が

理想ではあるが，都市の温泉施設での活用は下記の

諸条件があり実現は難しい． 

① 源泉の揚湯量 （時間当たりおよび１日使用量） 

は各自治体によって規制がある 

② 源泉温度が低い場合，常に加温して供給するた

めランニングコストに経費がかかる． 

③ 温泉排水の放流先が下水道の場合，ランニング

コストに経費がかかる． 

④ 温泉排水の放流先が河川などの場合，かんがい

用水路や漁業区域等の規制がある． 

温泉の供給方式を図２．４９に示す． 

〔l〕ろ過循環方式設備 

ろ過装置は大別して３方式が一般的に採用されてい

るが，現在は砂ろ過方式が多方面で採用されている．

以下に各方式の特徴を記述する． 

（a）砂ろ過方式 

ろ過砂をろ材とし，多種多様な泉質の違いはろ材

の種類を変えることでできる． 

一般的に採用されている．多少の温泉泉質変化に

も対応が可能である． 

 

蒸気or

温水 

温泉の運用方法の分類 

※浴槽は常時満水状態に保つ必要

がある（厚生省告示） 
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（b）カートリッジろ過方式 

カートリッジエレメントで汚れを捕濁する．エレ

メントの細かさでろ過精度を求めることができる．

狭い機械室に対応できる．カートリッジエレメント 

交換でランニングコストが割高となる．湯の花や鉄

分の多く含まれている温泉には適さない．レジオネ

ラ属菌対応で採用不可の自治体があるとの報告があ

り採用を控える傾向が見られる． 

（c）ケイソウ土ろ過方式 

ケイソウ土をろ過助剤として使用する． 

水質の維持には一番効果が得られている．維持管

理に毎日ケイソウ土を溶解し剥離させたろ布膜にプ

レコートするなど，若干の難しさが見られるが 近

では自動運転方式もある．が開発された．湯の花や

鉄分の多く含まれている温泉には適さない．洗浄排

水に多量のケイソウ土が含まれ放流先の確認が必要

である． 

各ろ過装置のろ過原理を図2.50に示す． 

各ろ過装置の性能比較を表2.72に示す． 

〔2〕浴槽水の水質管理 

浴槽水の水質基準は公衆浴場法で定められている． 

① 濁度は，5度以下であること． 

② 過マンガン酸カリウム消費量は，25 ｍｇ/Ｌ

以下であること． 

③ 大腸菌群は，１個/ｍＬ以下であること． 

④ レジオネラ属菌は，10ＣＦＵ/lOO ｍL未満で

あること． 

ただし，都道府県知事は，施設責任者の申請

に基づき，井戸水，温泉水等を使用するもので

あるためこの基準により難しく，かつ，衛生上

危害を生ずるおそれがないと認めるときは，①

および②の基準の一部又は全部の適用を除外す

ることができる． 

浴槽水の汚濁については2通りの検討が必要であ

る． 

① 供給水が温泉や井水の場合で濁質物質が多く

含まれている場合は、前に述べたように温泉前

処理設備や井水処理設備で浴槽供給可能な水質

に処理する． 

② 浴槽供給水として浴槽に送られても入浴者が

多く利用すると，入浴者からの垢や脂肪分が浴

槽内に溜まり濁度値を上昇させる． 

浴場設備の場合は，入浴者からの汚濁分を公衆浴

場法に表示されている規制値を満足させる必要があ

る．掛け流しで十分浴槽水の濁度を規制値以下に保

たれれば問題ないが，濁度が規制値を超える場合は

ろ過装置を設置する必要がある． 

W＝（m×N×V ／q′）×｛1－e－（q′×t／V）
｝  

ここに， 

W：汚濁量［g］ 

N ：時間当りの入浴者数［人／h］ 

V ：浴槽容量［m3］ 

q′：時間当りの給湯量［m3／h］ 

t ：入浴開始からの時間［h］ 

m：汚濁係数（一般には0．1～0．5 を用いるとよい） 

D＝W／V  

ここに， 

D：濁度 

上記の計算で濁度Ｄの数値が5度を超えたらろ過

装置の設置が必要となる． 

ろ過装置の濁度の除去率は砂ろ過式で下記の除去 

効果が得られる．砂ろ過式ろ過装置の濁度の除去率 

を表２．７３に示す． 

公衆浴場法では「ろ過装置は，１時間当たりで，

浴槽容量以上のろ過能力を要すること」とある． 

ケイソウ



浴槽容量を１時間当たりろ過装置に何回循環させ

るかを確認する．１時間で浴槽容量を１回転，ろ過

装置を循環させることをｌターン/ｈという．３０分 

で浴槽容量をろ過装置に循環させると２ターンプｈ 

という．温浴施設の種類によっては一定時間に多数 

の入浴者が利用する時間帯があり浴槽水の水質維持 

のため，浴槽用ろ過装置の循環量の設定はこの２タ 

ーン/ｈを原則としているが，状況によってはそれ 

以上のターン数で計画されることもある．前記の循 

環ターン数と濁質分の除去に表されているとおり， 

ろ過装置の循環ターン数を上げることで浴槽水の清 

澄回復が得られることを示している． 

公衆浴場法では「循環ろ過装置を使用する場合 

は，ろ材の種類は問わず，ろ過装置自体がレジオネ 

ラ属菌の供給源とならないよう，消毒を１週間に’ 

周間に回 

笥蒋f音０ と的に１１口I／旧 

雪C/〕Ｉ： 

之1月 

ので一柵にｲ豆日 

ノで間カミ 

リンｂ 

頻度は１回/1～２日を目安とする． 

ろ過装置のろ過塔直径はろ過速度（線速度［ｍ／ 

h］：ろ過流量をろ過塔の断面積で割った数値）に 

よって決まる．浴槽用ろ過装置の場合は浴槽水の汚 

れが濁度５度以下での運転で水質変動も小さく逆洗 

効果が得られる３０～５０ｍ/ｈで設計される過お

よび 

逆洗を１台のポンプで賄えるように計画される．多 

孔性ろ過材ではろ過線速度を５０ｍ/ｈと大きく設

定 

していることもあるが多孔内部に粒子が埋まり逆洗 

では排出できない場合もあるので，ろ過装置のろ過 

速度は40ｍ/ｈまでに抑えることが望ましい． 

公衆浴場法でいうところの「連続使用型循環浴槽 

水」で使用されるろ過装置の運転時間は，営業時間 

が半日であっても２４時間運転を基準とする．ラン 

ニングコストを重視して深夜ろ過装置の運転を停止 

する向きもあるが，レジオネラ属菌の繁殖は浴槽水 

の塩素が切れる深夜ろ過装置の運転停止時に起きて 

いる事例も多く昇温を停止してもろ過循環運転は継 

続すべきである． 

〔3〕浴槽水の温度管理 

浴槽の温度は常に必要熱量を補給しなくては水温 

が降下し適温が保てなぐなる．浴槽水の温度維持に 

は大別して２通りの方法がある． 

①掛け流し等でみられる浴槽水の水温を 適温 

度に保つのに必要な温度の補給水を常時補給す 

る．この場合は浴槽水の温度より高い補給水が 

必要であり補給水量も多く使用されるため下水 

道に排水する施設ではランニングコストがかか 

る． 

②ろ過循環ラインに熱交換器を設けて浴槽水と 

熱交換を行い浴槽水の水温を設定温度に保つ方 

法がある． 

どちらの方法で計画するにしても実際に浴槽にお 

ける放熱量（熱損失）を算定しなくては補給水量ま 

たは熱交換容量の選定ができない． 

浴槽の熱損失は次の計算式で求めることができ 

る． 

９＝９９＋⑳＋ｑ” 

ろ過循環の熱交換器の交換容量は次の計算式で求 

めることができる． 

ｑｙ＝９９＋ｑｔ＋９”＋の＋９/＋ｑ〃 

ただし，ｑ：浴槽の熱損失［kcal/h]，ｑｙ：熱交換 

容量［kcal/h]’９‘：浴槽水面の蒸発による損失熱 

量［kcal/h]’９‘：浴槽水面の熱伝達（対流十放射） 

による損失熱量［kcal/h]，ｑ”：浴槽壁・底からの 

熱伝達による損失熱量［kcal/h]，９，：配管・ろ過 

装置からの損失熱量［kcal/h]’９/：補給水の加熱 

量［kcal/h］（ろ過装置の逆洗排水や表面の汚れを 

除去するためのいっ水等)，９”：入浴者が体内に取 

り込む熱量［kcal/人］である． 

各々の熱放熱量の計算は次のとおりである． 

９９＝比 

Ｌ＝(0.015＋2ひ＋0.0178)(P"＋Ｐα）．Ａ 

ただし，Ｚ,：浴槽水面からの蒸発量［kgf/h］，γ： 

浴槽の水温ｒ"の飽和蒸気の蒸発潜熱［kcal/kgf]， 

597.5-(浴槽水温×0.565）で算出，Ａ：浴槽の水表 

面積［ｍ２]，〃：浴槽水面上の風速［ｍ/S］（通常， 

屋内では0.5ｍ/s，屋外では3.0ｍ/sで計算)，ｐ"： 

水温ｔ"に等しい温度の飽和空気の水蒸気圧 

[ｍｍＨｇ]，Ｐα：浴室内の空気の水蒸気圧［ｍｍ

Ｈｇ］ 

(表2.74）である“ 

ｑ‘＝ａ（ｔ"一ｒα）．Ａ 

ただし，α：熱伝達率［kcal/ｍ２．ｈ.℃］（屋内 

ケイソウ  土 

ろ過塔の上，下部にそれぞれ集

水、散水装置を取付け，下部より

支持層，その上部にろ過層が粒径

別に積層されている．通水は上か

ら下へ流し，懸濁物質はろ過層表

面で捕捉除去される．逆洗は，水

を下から上へ逆流させて懸濁物

質を外部へ排出さ‘せる． 
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浴槽容量を1 時間当たりろ過装置に何回循環させ

るかを確認する．1 時間で浴槽容量を1 回転，ろ過

装置を循環させることを1ターン/ｈという． 30 分

で浴槽容量をろ過装置に循環させると2 ターン/ｈ

という．浴場施設の種類によっては一定時間に多数

の入浴者が利用する時間帯があり浴槽水の水質維持

のため，浴槽用ろ過装置の循環量の設定はこの 2タ

ーン/ｈを原則としているが， 状況によってはそれ

以上のターン数で計画されることもある．前記の循 

環ターン数と濁質分の除去に表されているとおり， 

ろ過装置の循環ターン数を上げることで浴槽水の清 

澄回復が得られることを示している． 

公衆浴場法では 「 循環ろ過装置を使用する場合

は，ろ材の種類は問わず， ろ過装置自体がレジオネ

ラ属菌の供給源とならないよう，消毒を1週間に 1

回以上実施すること．また, １週間に１回以上逆洗

して汚れを排出すること」とある。 

ろ過装置の逆洗は一般的に１回／日で行われてい

る．ろ材層の表面に懸濁物が補濁されることでろ過

層表面がプレコートされた状態となり、ろ過精度が

向上するので一概に毎日逆洗をする必要はない．た

だしプレコート状態を続けると表面が固くなり亀裂

が生じ チャネリング状態となり水質の維持が難し

くなる．この状態で逆洗すると懸濁物が細かく解か

れて系外に排出されず，破片としてろ材層に潜りマ

ットボール状態で時間経過とともに下へと落ちて

終的に浴槽へ懸濁物を流出させる．ただしろ過装置

の機能維持のため，逆洗頻度は１回／1～2日を目安

とする． 

ろ過装置のろ過塔直径はろ過速度（線速度［ｍ／

h ］：ろ過流量をろ過塔の断面積で割った数値）に

よって決まる．浴槽用ろ過装置の場合は浴槽水の汚

れが濁度５度以下での運転で水質変動も小さく逆洗

効果が得られる30～50ｍ/ｈで設計されろ過および

逆洗を１台のポンプで賄えるように計画される．多

孔性ろ過材ではろ過線速度を50ｍ/ｈと大きく設定

していることもあるが多孔内部に粒子が埋まり逆洗

では排出できない場合もあるので，ろ過装置のろ過

速度は40ｍ/ｈまでに抑えることが望ましい． 

公衆浴場法でいうところの「連続使用型循環浴槽 

水」で使用されるろ過装置の運転時間は，営業時間

が半日であっても２４時間運転を基準とする．ラン

ニングコストを重視して深夜ろ過装置の運転を停止

する向きもあるが，レジオネラ属菌の繁殖は浴槽水

の塩素が切れる深夜ろ過装置の運転停止時に起きて

いる事例も多く昇温を停止してもろ過循環運転は継

続すべきである． 

〔3〕浴槽水の温度管理 

浴槽の温度は常に必要熱量を補給しなくては水温

が降下し適温が保てなくなる．浴槽水の温度維持に

は大別して２通りの方法がある． 

① 掛け流し等でみられる浴槽水の水温を 適温

度に保つのに必要な温度の補給水を常時補給す

る．この場合は浴槽水の温度より高い補給水が

必要であり補給水量も多く使用されるため下水

道に排水する施設ではランニングコストがかか

る． 

② ろ過循環ラインに熱交換器を設けて浴槽水と

熱交換を行い浴槽水の水温を設定温度に保つ方

法がある． 

どちらの方法で計画するにしても実際に浴槽にお

ける放熱量（熱損失）を算定しなくては補給水量ま

たは熱交換容量の選定ができない． 

浴槽の加熱負荷は表 2.73 で求めることができ

る． 

ｑ＝ｑe＋ｑt＋ｑw 

ろ過循環の熱交換器の交換容量は次の計算式で求

めることができる． 

ｑｙ＝ｑe＋ｑｔ＋ｑw＋ｑp＋ｑf＋ｑn 

ただし，ｑ：浴槽の熱損失［kcal/h]，ｑy：熱交

換容量［kcal/h],ｑe：浴槽水面の蒸発による損失熱

量［kcal/h],ｑt：浴槽水面の熱伝達（対流十放射）

による損失熱量［kcal/h]，ｑw：浴槽壁・底からの

熱伝達による損失熱量［kcal/h]，ｑp：配管・ろ過

装置からの損失熱量［kcal/h], ｑf：補給水の加熱

量［kcal/h］（ろ過装置の逆洗排水や表面の汚れを

除去するためのいっ水等)，ｑn：入浴者が体内に取

り込む熱量［kcal/人］である． 

各々の熱放熱量の計算は次のとおりである． 



表2.73

出典：空気調和・衛生工学便覧 第14版 ４ 給排水衛生設備編 pp.488 



ｑe＝ｒL 

Ｌ＝(0.015＋2ｖ＋0.0178)(Ｐw＋Ｐa）・Ａ 

ただし，L：浴槽水面からの蒸発量［kgf/h]，γ： 

浴槽の水温ｔwの飽和蒸気の蒸発潜熱［kcal/kgf]，

597.5-(浴槽水温×0.565）で算出，Ａ：浴槽の水表

面積［ｍ２]，ｖ：浴槽水面上の風速［ｍ/S］（通常，

屋内では0.5ｍ/s，屋外では3.0ｍ/sで計算)，Ｐw：

水温ｔwに等しい温度の飽和空気の水蒸気圧  

[ｍｍHg]，Ｐa：浴室内の空気の水蒸気圧［ｍｍHg］ 

(表2.74）である． 

ｑt＝ａ（ｔw一ｔa）・Ａ 

ただし，ａ：熱伝達率［kcal/ｍ２・ｈ・℃］（屋

内では8，屋外では30で計算)，ｔw,ｔa：水温，空気

温度［℃］である． 

ｑw＝Ｋ（ｔw一ta1）・Ａ１ 

ただしＫ：躯体の熱通過率（地中はＫ＝2.06, 空

気中はＫ＝1.02で計算)，ｔw，ｔa1：浴槽水温，壁底

体の外気温，地中温度［℃]，Ａ１；浴槽壁．底の面

積［ｍ２］である． 

ｑp＝(ｑe＋ｑt＋ｑw)(0.05～0.20） 

ろ過循環による配管からの損失熱量の計算は浴槽

～機械室間の距離や天井裏，配管ピット，埋設配管

および保温工事の有無によって変動のため経験値で

5～20％で施設の環境に合わせて数値を決める． 

ｑf＝Ｑf(ｔw－ｔw1)×1000/t 

ただし，Ｑf：補給水量［ｍ３/h],ｔw：浴槽水の温

度［℃]，ｔw1：補給水の温度［℃]，t：昇温に必要

な所要時間［h］である． 

補給水の温度が浴槽水温より優っている場合は熱

計算から外しても構わない． 

qn＝Ｎm1×65(ｔw－tn） 

ただし，Ｎm1：公衆浴場法の毎時 大浴場利用人

員計算値の60％，65：入浴者の平均体重［L]，tw：

浴槽水の温度［℃]， tn：入浴者の体温［℃］であ

る． 

Ｎm＝Ａ×60×10/60×0.7×1.2 

ただし，Ｎm,：毎時 大浴場利用人員［人/時間]，

Ａ：浴槽の水表面積［ｍ２]，60：１時間［ｍin]， 

10：入浴者の浴槽使用時間［ｍin]，0.7：入浴者1

人当たりの浴槽使用面積［ｍ２]， 1.2：浴槽内の踏

段，注（湯水）口等に要する面積の係数である． 

上記の計算は，戦後の各家庭に内風呂がなく家族

揃って町内の銭湯へ出かけていた頃の計算で，今日

では計算値の60％が妥当と考える． 

〔4〕換水頻度の確認 

 浴槽水の換水については公衆浴場法で下記のとお

り記述されている． 

① 循環ろ過装置を使用していない浴槽水および

毎日完全換水型循環浴槽水は、毎日完全換水す

ること． 

（これは、ろ過循環装置を設置していない掛け

流し浴槽およびバイブラ，ジェットバス等のア

トラクションを設置している浴槽を対象として

いる） 

② 連日使用型循環浴槽水は，１週間に１回以上

定期的に完全換水し，浴槽を清掃，消毒するこ

と． 

（これは、ろ過循環装置を設置した浴槽を対象

としている） 

 換水頻度については月別に換水日を計画表にて表

示し、換水した日にちを記録する．入浴者の不始末

で汚れた浴槽の換水，清掃，消毒作業も記録する． 

〔5〕露天風呂 

近の浴場施設は利用者の要望や建設コストの削

減により露天風呂を広く構築している。 

公衆浴場法では 

① 露天風呂の浴槽水が配管を通じて屋内の風呂

の浴槽水に混じらないようにすること． 

② 浴槽水は、常に満ぱい状態に保ち、十分に循

環ろ過水または原湯を供給することによりオ

ーバフローさせ、浮遊物などを除去し、正常

に保つこと． 

③ 屋外に洗い場を設けないこと． 

等と規制されている． 

レジオネラ属菌が騒がれている昨今、露天風呂の

構築は構造上、風雨による土壌の持ち込みを極力避

けるように計画しなくてはならない． 

熱交換装置の熱計算には風による放熱、降雨降雪

による降温、岩風呂など複雑な岩組等での熱量損失

を十分に考慮する必要がある． 

降雨による浴槽水の降温熱量は次の計算式で加算

する． 

ｑr＝ｒt（ｔw－ｔW3）・A 

 ただし、ｑr：雨水による熱量損失[kcal/h]， 概

算では350kcal/㎡・h，ｒt：降水量[mm/h]， 

10～20ｍｍ，A：浴槽の温度[℃]である． 

岩石で施工される岩風呂は凹凸が多く継ぎ目の目

地なども含めてろ過水の循環が至らず汚れやレジオ



ネラ属菌等の温床になりかねないので吐出し吸込み

ノズルの位置は循環流量の計算数に惑わされず十分

検討の上設定する必要がある． 

〔6〕プール施設に付帯する浴槽 

競泳プールやフィットネスクラブのプールゾーン

に設置されているジャグジーも施設としては厚生労

働省の遊泳プールの衛生基準に基づいて衛生管理を

行うが，プールゾーンにジャグジーやホットタブ等

を設置する場合は公衆浴場法に準じて申請許可が必

要となる． 

[7]空調・換気計画の留意点 

浴場施設では公衆浴場法における水質管理ととも

に空調管理が施設のイメージを大きく左右すること

になる．建築的に見栄えのある広くゆったりした空

間を企画設計しても換気が悪く塩素臭の強い浴室や

じめじめとした脱衣室などが存在すると気分を悪く

したり倒れたりする利用者が発生する． 

浴室の換気は脱衣室天井側から浴室窓側へ流して

浴室の水蒸気が天井裏や脱衣室に流れないようす 

る．また浴室の換気は全体的に流れるように吸気と

排気の位置を定め塩素臭が一定場所に溜まらない対

応が必要となる．空気の換気量は多すぎると空気の

流れが肌に感じ肌寒さを与えてしまうので適量に風

量調節ができるよう計画する.I一般的には排気風量

は，表 2.75 を計算の基準とし施設の用途に合わせ

て調整する． 

脱衣室と浴室，浴室と露天風呂，浴室とサウナ室

などの間には風除室を設けて空気の行き来を緩衝す

る必要がある． 

空調の調整は各部屋別に調整が可能なように全体

でシステムを組みながらも，部屋別に調整できるよ

う側近に調整器を取付ける． 

〔8〕各種行政指導・法規 

浴場設備の設計にあたり，行政指導・法規等を確

認した上で所轄の公官庁関係と事前打合せを行い指

導に従い図書の作成を行うことが必要である． 

① 公衆浴場における水質基準等に関する指針 

② 旅館業における衛生等管理要領 

③ 公衆浴場における衛生等管理要領 

④ レジオネラ症防止指針 

⑤ レジオネラ症防止指針一温泉利用 浴施設用 

⑥ 循環式浴槽におけるレジオネラ症防止対策マニ

ュアルについて． 

 

の目安 

なお、温泉施設の場合、可燃性天然ガスによる事故防止を目的として

温泉法が改正されているので注意を要する。 


